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北海道大学附属図書館（国連寄託図書館、EU情報センター） 

2016年度 前期 アカデミックスキルセミナー 

国際機関情報の探し方セミナー：
国際法（基礎）編 
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平成28年5月13日(金) 18:30-20:00 

北海道大学附属図書館 本館 リテラシールーム 



国際社会におけるルール 

条約 国際判例 
国際機関の
決議など 

どんなかたちで存在する？示される？ 

（議論はあるが） 
これらが主なものであり、
国際法の一次文献と言える 
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条約って 

3 

• 国家間または国家と国際機関との間の文
書による合意。（出典：『大辞泉』第２
版） 



国際判例って 

4 

• 国際司法裁判所などが示した法的判断の
こと。 



国際機関の決議って 

5 

• 国連の総会の場合、決議は加盟国により
審議・投票を経た意思決定のこと。 

• 条約の前哨的な文書になる場合などあり。 



国際法（基礎）編のねらい 

条約 国際判例 
国際機関の
決議など 

図書館 

主要なもの 

Webサイト 

国際法の一次文献 

どのように所蔵・提供されているか知る 
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国際法（基礎）編のねらい 

条約 国際判例 
国際機関の
決議など 

図書館 Webサイト 

主要なもの 

国際法の一次文献 
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各自で入手できるようになる 

↓ 
国際法の視点から、国際社会をのぞく

足がかりを得よう 



参考文献 

中谷和弘[ほか]編著．国際法．第2版，有斐閣，2011． 

 
小寺彰, 森川幸一, 西村弓編．国際法判例百選．第2版，有斐閣，2011． 

 
大沼保昭編著．資料で読み解く国際法．第2版，東信堂，2002． 

 
阿部浩己, 今井直, 藤本俊明著．“人権条約の報告制度”，“個人通報制度と調査
精度”．テキストブック国際人権法．第3版，日本評論社，2009． 

川鍋道子著．国際機関資料検索ガイド．東信堂，2003． 

 
国立国会図書館．“リサーチ・ナビ”．http://rnavi.ndl.go.jp/rnavi/，(参照 2015-
03-27)． 

 
国際連合広報センター．“国連文書リサーチガイド”． 

http://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/libraries/research_guide/，（参照 2015-
03-27）． 

8 



メニュー 

1. 条約 

2. 国際判例 

3. 国際機関の決議など 

4. 館内ツアー（書庫ガイダンス） 
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「１．条約」でご紹介する 

主な資料・Ｗｅｂ 

• 資料 

– The consolidated treaty series 

– League of Nations Treaty Series（LNTS） 

– United Nations Treaty Series（UNTS） 

• Ｗｅｂ 

– United Nations Treaty Collection 
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The consolidated treaty series 

• 1648年から1919年の主要な条約を収録 

• 書庫（4階） 

 

索引 → 

補助編, p.2.  
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League of Nations Treaty Series
（LNTS） 

• 国際連盟の条約集（1920年から1946年） 

• 北大にはありません 
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United Nations Treaty Series
（UNTS） 

• 国際連合の条約集（1946年から） 

• 国際資料コーナー（4階） 

2007年ころまで所蔵 
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UN iLibrary 

• 国連の出版物のデータベース 

• 2008年以降のUNTSも収録（欠号あり） 

• 北大で無償利用可能なのは6月中旬まで 
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• 以下の３つ＋UN iLibraryで1648年以降の
主要な条約を網羅できると言えます。 

 

 

 

→ 北大に無いLNTSはどうする？ 

 

The consolidated 

treaty series 

League of Nations 

Treaty Series
（LNTS） 

United Nations 

Treaty Series
（UNTS） 
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United Nations Treaty Collection 

• LNTSとUNTSが検索・閲覧できる国連の
Webサイト 
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実習１ 

• United Nations Treaty Collectionで「日米
安全保障条約」を開く 

–英文タイトル「Treaty of Mutual Co-operation 

Security between Japan and the United States 
of America」 

 

→ さらに、掲載している巻（Volume）をメモ
する 

本編, p.2-3. 

補助編, p.3.  
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United Nations 

Treaty Collection
で閲覧可 

本（1946年以降の
条約）は国際資料
コーナー（4階） 

条約のまとめ 
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日本の条約について 

• 『条約集』：1932- 

–自動化書庫に1932-1982を所蔵（欠号あり） 

 

• 外務省の条約データ検索：現行の条約 

 

• D-1 Law.com 第一法規 法情報総合デー
タベース：1915ころ-（日本語文のみ） 

補助編, p.4.  

補助編, p.5.  
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締盟各國條約類纂 

• 日本における             
最も初期の条約集 

• 明治7年（1874年） 

• 書庫3階 

ちょっとブレイク 

函館控訴裁判所
之印との蔵書印 



メニュー 

1. 条約 

2. 国際判例 

3. 国際機関の決議など 

4. 館内ツアー（書庫ガイダンス） 
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「２．国際判例」でご紹介する 

主な資料・Ｗｅｂ 

• 資料 

– Report of Judgments, Advisory Opinion and 

Orders 

– Pleadings, Oral Arguments, Documents 

– Reports of international arbitral awards 

• Ｗｅｂ 

– ICJのWebサイトの判例 

– Report of international arbitral awards 

22 



Reports of Judgments, 

Advisory Opinion and Orders 

• 国際司法裁判所の判決、勧告的意見、命
令を収録 

• 書庫（1階、外国判例） 
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Pleadings, Oral Arguments, 

Documents 

• 国際司法裁判所の抗告申告書、口頭弁論、
関連文書を収録 

• 書庫（1階、外国判例） 

 

24 



• 判決などはWebでも閲覧可 

国際司法裁判所（ICJ）の 

Webサイト 
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実習２ 

• 国際司法裁判所のWebサイトで判決を入
手する 

–北海大陸棚事件（North Sea Continental 

Shelf）（西ドイツとオランダ、デンマーク） 

 

→ さらに、該当する年をメモする。 

本編, p.4. 

補助編, p.6.  
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ICJのWebサイト
で閲覧可 

本は書庫1階 

ICJの判決のまとめ 
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Reports of international arbitral 

awards 

• 国連がまとめている国際的な仲裁判断の
報告書。 

• Vol.11まで書庫（4階）、以降は国際資料
コーナー（4階） 
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• 国連Webサイト下にあるWeb版 

Reports of international arbitral 

awards 
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実習３ 

• Webサイトで判決を入手する 

– 1928年のパルマス島事件（Island of Palmas 

Case、関係国はオランダと米国）、1957年の
ラヌー湖事件（Affaire du lac Lanoux、関係国
はスペインとフランス） 

 

→さらに、掲載している巻（Volume）をメモ 

本編, p.5. 

補助編, p.7.  
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国連の下部Web

サイトで閲覧可 

本は書庫4階 

と 

国際資料コーナー 

に分かれている 

主要な国際仲裁裁の判例のまとめ 
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その他 

• ITLOS（国際海洋法裁判所：International 
Tribunal for the Law） 

• ICC（国際刑事裁判所：International Criminal 
Court） 

• WTO（世界貿易機関：World Trade 
Organization）の紛争解決制度の報告書類 

• EU司法裁判所（Court of Justice of the 
European Union） 

などなど・・・ 
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メニュー 

1. 条約 

2. 国際判例 

3. 国際機関の決議など 

4. 館内ツアー（書庫ガイダンス） 
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「3．国際機関の決議など」で 

ご紹介する主な資料・Ｗｅｂ 

• 資料 

– Yearbook of the United Nations 

– International legal materials 

– Official records of the Human Rights Committee 

• Ｗｅｂ 

– Index to proceedings - 

– UNBISnet 

– 国連の総会決議のWebサイト 

– 国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）のWebサ
イト 
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• 国連の年鑑で、決議も再録 

• Web版で初号から全て収録 

Yearbook of the United Nations 

35 

何年か分かっている
場合は、決議を探す
ツールとしても有効 



Yearbook of the United Nations 

• ほぼ全て国際資料コーナー（4階） 
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Index to proceedings - 
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• 国連の総会、安保理、
経社理の議事を効率
的に探すことができ
る。 

Web版には2009年
前後以降を収録 

キーワードや演説者
から調べられる 



Index to proceedings - 

38 

• 1960年代から2010年台まで所蔵（欠号あ
り） 

• 全て国際資料コーナー（4階） 

 



ここからは 

• 関連する一連の 

–国際会議の宣言 

–国連の総会決議 

–決議のDraft（草案） 

これらを 
さまざまな  

ツールを用いて
検索します 

39 



International legal materials 

• American Society of International Lawが発
行 

• 国際機関関係の主要な決議、条約、判例
などの本文を掲載 

• 1962-2007年が自動化書庫にある 
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• 本学では、電子ジャーナルとして契約し
ており、1962-2012年が本文閲覧可。 

International legal materials 
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• 本館の場合、カウンター前にあるゲスト用PC（２台）で
利用可。利用の詳細については、下記のとおり。 

 

– 利用を始めるとき  → ゲート内の記入台にある「ゲ
スト用PC利用申込書」を記入し、カウンターに提出。 

• 利用時間は30分まで（次に待っている方がいなけれ
ば、1回（＋30分）のみ更新可） 

• ご利用いただける時間帯は9時から閉館時刻まで 

– プリントアウト → 有料。モノクロのみ可です。 

• ご利用いただける時間帯は平日の9時から17時まで 

• USB等でのデータの持ち帰りは不可 

学外の方がInternational legal materials 

を使うには 

42 



実習４ 

• 1993年の世界人権会議（World 

Conference on Human Rights）において
採択された「ウィーン宣言および行動計
画（Vienna Declaration and Programme of 

Action）」を探す。 

  

 

 →さらに、掲載しているページをメモ 

本編, p.7-8. 

補助編, p.8.  
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• 総会決議が会期ごとにまとめられたWeb

サイト 

国連の総会決議 
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実習５ 

• 「ウィーン宣言及び行動計画」に基づき、
1993年の第48回国連総会で決議された
「国連人権高等弁務官の創設（High 

Commissioner for the promotion and 
protection of all human rights）」を探す。 

 

 →さらにDraft（画面右から2列目）の文書
番号をメモ 

本編, p.8. 

補助編, p.9.  
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たどり着いた箇所を見ると 

• 決議には、本文へのリンクがあるが、
Draftなどにはリンクが無い 

 →入手するには？ 
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• 国連の図書館の書誌データが検索できる
Webサイトで、決議には本文へのリンク 

UNBISnet 
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実習６ 

• 実習５のDraftを探す。 

本編, p.8. 

補助編, p.10.  
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国際的な 

決議・宣言は 

状況に応じて 

資料やWebサイト 

を使い分ける。 

実習４，５，６のまとめ 
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ここからは 

• 国連の人権条約に基づく機関の文書 

–国際人権規約の「市民的及び政治的権利に関
する国際規約」（自由権規約、B規約）を例
に探し方をご紹介 
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• 国連の人権に関する条約に基づく機関の
文書を探すことができる 

OHCHRのTreaty-based bodiesの

Treaty Body database 
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実習７ 

• B規約に関わる日本の提出報告書を探す 

• Treaty Body databaseで「Japan」、
「CCPR」、「State Party’s report」および
「Corrigendum」 

本編, p.9. 

補助編, p.11.  
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実習７の続き 

• 3回目以降の提出報告書しかヒットせず 

• UNBISnetでAuthor「Japan」、US Doc. 

Symbol「CCPR/C/」（Match as a 

phrase）で検索 → 初回の提出年をメモ 

本編, p.9. 

補助編, p.10.  
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Official Records of the Human 

Rights Committee 

• 自由権規約委員会の基礎資料で、1987年
までのタイトルは“Yearbook of ～” 

• 1977-1993年分が国際資料コーナー（4

階） 
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実習８ 

• 自由権規約委員会の総括所見、対しての
フォローアップのための報告を探す 

• Treaty Body databaseで「Japan」、
「CCPR」、「Concluding observations」
および「Follow-up State party's report」 

本編, p.10. 

補助編, p.11.  
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実習８の続き 

• 2回目以降の提出報告書しかヒットせず 

• UNBISnetでTitle「Report of the Human 

Rights Committee」（Match as a phrase）、
Subject「Japan」で検索 

本編, p.10. 

補助編, p.10.  
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実習9：自由権規約委員会の 

一般的意見 

• Treaty Body databaseで「CCPR」、
「General Comment/Recommendation」 

本編, p.10. 

補助編, p.11.  
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Selected decisions of the Human Rights 

Committee under the Optional Protocol 

• 自由権規約委員会が個人通報手続きに関
して行った決定のうち、主要なもの 

• 1985-2008年出版分が国際資料コーナー（4階） 
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• 国連の人権に関する条約に基づく機関が
個人通報手続きに関して行った決定を検
索・閲覧することができる 

OHCHRのTreaty-based bodiesの

Jurisprudence database 
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実習10 

• Jurisprudence databaseでいわゆる「メル
ボルン事件」に関わる個人通報を探す 

• Keyword「Japan」、State/Entity

「Australia」、「CCPR」 

本編, p.11. 

補助編, p.12.  
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国連の人権条約に 

基づく機関の資料は 

OHCHRの 

Treaty-based bodiesの 

のデータベース 

を中心に探す。 

ただし、別の資料・ 

Webサイトも適宜使う。 

実習７－１０のまとめ 
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その他の国連の 

Webサイト・基礎資料 

• Webサイト 
– 人権理事会の普遍的定期検査データベース 

– 安保理の決議 

– ODS（国連公式文書システム） 

– Enterprise Search (Beta) 

• 資料 
– United Nations Juridical Yearbook 

– Yearbooks of the International Law Commission 

– United Nations Commission on International 
Trade Law Yearbook 

などなど・・・ 

補助編, p.13.  
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論文やレポートでの引用 

• Webで入手した判例などを論文やレ
ポートで引用する場合、Webツールの
名称とURL、アクセス年月日を挙げる
ことをおすすめします。 
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本館のレファレンス・サービス 

（平日9-17時） 

• レファレンスカウンターに常駐はし
ていません（奥の事務室にいます）。 
お手数をおかけしますが、総合カウンターでレ
ファレンス希望の旨をお知らせください。 

• 011-706-3615，011-706-2973 

• ref@lib.hokudai.ac.jp 
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オンラインフォーム 

（24H受付） 
• 図書館トップページ → 学習・研究支援情報 

→ 図書館スタッフに相談しよう 
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ご参加ありがとうございました！ 

• 本セミナーが国際法を通して現代社会を知る
きっかけになれば幸いです。 

 

 

 

 

 

 
北海道大学附属図書館（国連寄託図書館、EU情報センター） 

66 


